
32 

 

 

１．建築物系施設の管理に関する基本方針 

建築物系施設については、個別に定める長寿命化計画や伊達市過疎地域持続的発展計画等にも従

って維持管理、修繕、更新等を進めます。 

 

（１）庁舎等 

・庁舎は、伊達地域の本庁舎、大滝区の総合支所ともに、行政運営及びまちの中核施設であり、基

本的に継続利用を想定していますが、今後、老朽化対策や耐震化への対応を検討する必要があり

ます。 

・消防・防災センターについては、設備（プロジェクタ、音響設備等）に経年劣化が見られるため、

更新を検討する必要があります。 

 

（２）子育て・福祉関連施設 

①保育所、児童クラブ、子育て支援施設 

・保育所、子育て支援施設の配置計画については、「伊達市子ども・子育て支援事業計画」に基づ

き、将来的な児童数の減少を勘案して、効率的な配置を目指します。 

 

②高齢者福祉施設 

・潮香園は市内唯一の養護老人ホームであり、建物も比較的新しいため、継続利用を想定していま

す。 

また、建物を良好に保全するために定期的な維持補修（屋上防水シートの改修等）を行う必要

があります。屋内照明については、消費電力が少ないＬＥＤ照明ではないものの、省エネタイプ

の照明器具が設置されていることから、照明設備の更新時期に合わせてＬＥＤ照明等に交換する

ものとします。 

 

（３）地域会館関連施設 

①コミュニティセンター・市民活動センター 

・地域の中核的なコミュニティ活動の場であり、今後も継続利用するものとします。 

 

②小規模集会施設 

・地域に根差した集会施設ですが、利用者の減少や建物の老朽化に伴い、大規模改修が必要となっ

た場合には、廃止を含めて検討することとします。 

  

Ⅳ 
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③自治会館 

・地域に根差した集会施設ですが、利用者の減少や建物の老朽化に伴い、大規模改修が必要となっ

た場合には、廃止を含めて検討することとします。 

 

④大滝区の集会施設 

・大滝区内の大規模集会施設である大滝基幹集落センターは地域の中核施設であることから、継続

利用を想定しています。 

 

⑤その他の集会施設 

・有珠生活館はアイヌの方々が暮らす地域の生活環境を改善する目的で建設され、生活相談等に多

く利用されており、継続利用を想定しています。 

・旧地域活性化交流センターは、長期間休止しており再開には大規模改修が必要であることから用

途廃止しましたが、今後については除却も含めて検討する必要があります。 

・その他の集会施設は地域に根差した集会施設であり、大規模改修については地域との協議が必要

です。 

 

（４）産業振興関連施設 

・農林水産業や商工業といった特定目的の施設が多いため、各用途の実態と実情に基づいて方向性

を検討し、対策を講じます。 

 

①農林水産業施設 

・堆肥センター（伊達）、就農支援研修センター（伊逹）、大滝有機物再資源化センター（大滝）、木

質ペレットプラント（大滝）については、継続利用を想定しつつも、今後の施設のあり方を検討

していきます。 

 

②商工業施設 

・観光物産館及びワークプラザについては利用も多く、定期的なメンテナンスを含めた継続利用を

想定しています。 

・旧ひまわり保育所については、伊達商工会議所に無償貸与しており、貸与が終了する際には除却・

跡地利用を検討します。 

 

（５）住宅 

・公営住宅については、既に策定している「伊達市公営住宅等長寿命化計画」に基づき、適正配

置等の対策を実施していきます。 
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（６）社会教育施設 

・伊達地域、大滝区それぞれの地区における、利用者ニーズに基づいた施設配置とサービス提供

を検討していきます。 

 

①文化施設 

・学術・文化・教養・芸術に関する文化施設は、基本的に継続利用を想定しています。 

・長寿命化に関する個別の計画を策定する予定の施設は、その計画に基づき対策を実施していきま

す。 

 

②その他 

・大滝自然ふれあい交流施設については一定の利用があるものの、更なる利用者増を目指して誘客

策を検討していきます。 

 

（７）スポーツ施設 

・市民のためのスポーツ施設として、基本的に継続利用を想定しています。 

 

（８）学校 

・学校については、「伊達市学校施設長寿命化計画」に基づき対策を実施していきます。 

・学校施設は、築 30～40 年のものが約６割と老朽化が進行しており、「第２次伊達市教育振興基本

計画」に基づく学校再編と併せて今後の最適化を図ります。 

・廃校施設は、民間売却等、多様な活用策を検討していきます。 

 

（９）給食センター 

・伊達地域では、2018 年（平成 30 年）１月より新規オープンした食育センターを、給食、料理教

室、レストラン等、市民の食の拠点として最大限活用していく方向です。 

また、広域連携の取り組みとして本市内の学校 10 校（小学校６校、中学校２校、小中学校１校、

義務教育学校１校）と壮瞥町内の学校２校（小学校１校、中学校１校）の給食調理業務を受託し

ています。 
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（10）その他 

・教職員住宅は、利用状況等から適正な管理戸数を見据えて、必要な維持管理や修繕を進めます。 

・国際交流職員住宅（旧大滝国際交流ゲストハウス）はネイティブスピーカー活用事業で大滝区に

赴任する国際交流職員の住居として活用されており、今後も継続利用を想定しています。 

・弄月館は農業研修及び保養目的で建設された施設ですが、設備の老朽化により用途を廃止したと

ころであり、今後の有効的な活用方法について検討する必要があります。 

・旧第２うめのこ、旧第３うめのこ児童クラブは、現在利用しておらず今後の利用見込みがないこ

とから、用途変更や除却・跡地利用を検討します。 

・不登校児童を受け入れている「こどもの国フェニックス」が利用する旧さくら幼稚園は、耐用年

数を経過しており、将来的な施設利用について検討します。 

・大滝区については、旧給食センターの有効活用策を今後検討していきます。 

・旧市民研修センター（体育館を含む｡）については除却とします。 

・旧大滝工芸館、旧森林せせらぎ館については今後の活用策や公売等を検討していきます。 

・旧有珠共同作業所については、解体を予定していきます。 

・旧清掃センターは本期間中に閉鎖を検討します。 
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２．インフラ系施設の管理に関する基本方針 

道路、橋りょう等インフラ系施設については、個別に定める長寿命化計画や伊達市過疎地域持続

的発展計画等にも従って維持管理、修繕、更新等を進めます。 

 

（１）道路 

・市道舗装の個別施設計画に基づき、路面性状調査の結果を踏まえ適切な措置を行い、道路舗装の

長寿命化や舗装の維持修繕費のライフサイクルコスト縮減を目指します。 

 

（２）橋りょう 

・高齢化橋梁の増大に対応するため、伊達市橋梁長寿命化計画に基づき橋梁の適切な損傷状況の評

価、維持管理、必要に応じた修繕を実施します。 

・日常的な維持管理については、路橋梁を常に健全な状態に保つための対応として通常パトロール

や清掃を行うほか、路面の損傷などがある場合には、必要に応じて桁下や橋梁周辺の点検を実施

します。 

 

（３）河川 

・パトロールによる確認と通報による現地確認を行う中で、維持管理、修繕を行い、機能の維持と

長寿命化を図ります。 

 

（４）上水道 

・伊達市水道ビジョン及び伊達市の水道事業におけるアセットマネジメントに基づき、老朽化施設

の更新や耐震化に当たっては、維持・補修により延命化を図りながら、目標耐用年数を基準に重

要度や老朽度から優先順位を決定して計画的に更新・改築を進めます。 

 

（５）下水道 

・伊達市下水道ビジョン及び伊達市下水道ストックマネジメント計画に基づき、老朽化施設の更新

や耐震化に当たっては、維持・補修により延命化を図りながら、目標耐用年数を基準に重要度や

老朽度から優先順位を決定して計画的に更新・改築を進めます。 

 

（６）公園 

・伊達市公園施設長寿命化計画に基づき、安全で快適な公園及び公園施設整備により、公園利用者

が安心できる都市公園を市民に提供します。 

・計画的な安全点検及び補修による「予防保全的管理」により、施設機能の向上や保持、さらには

ライフサイクルコストの縮減を図ります。  
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３．公共施設等の将来の資産更新必要額と個別施設計画の財政効果 

（１）建築物系施設～伊達市公共施設等総合管理計画 個別施設計画より 

伊達市公共施設等総合管理計画 個別施設計画では、公共施設等のうち建築物系施設の長寿命化

について、対策を行った場合と特別の対策をせずに耐用年数毎に建て替えた場合を比較して、どの

くらいの効果があるか試算しています。 

2019 年度（令和元年度）時点から今後 50 年間の期間で試算した結果、建築物系施設全体として、

長寿命化対策等により、単純更新（耐用年数で建替え）よりも約 156.1 億円の経費節減が見込まれ

ます。 

 

■経費（更新費用）の見込額（50 年間） 

№ 分類 

①長寿命化後の費用 ② 単 純 更

新 時 の 費

用（耐用年

数で建替） 

長 寿 命 化

対 策 等 の

効果額 

（①-②） 

修繕費用 

（ 2015 ～

2017 年 実

績平均） 

計 
大規模 

改修費用 
建替費用 

1 庁舎等 65.1 33.8 31.3 54.0 11.1 0.01 

2 子育て・福祉関連施設 26.2 15.4 10.8 30.1 △3.9 0.01 

3 地域会館関連施設 33.1 19.9 13.1 40.2 △7.2 0.09 

4 産業振興関連施設 69.1 31.5 37.6 51.7 17.4 0.06 

5 住宅 0.0 0.0 0.0 95.8 △95.8 0.08 

6 社会教育施設 55.6 31.3 24.3 63.0 △7.5 0.03 

7 
スポーツ施設 

（旧名：体育施設） 
9.9 8.4 1.5 19.8 △9.9 0.00 

8 学校 150.7 58.1 92.6 171.6 △20.9 0.45 

9 給食センター 5.6 5.6 0.0 12.5 △6.9 0.00 

10 その他 32.9 12.9 20.0 65.4 △32.5 0.19 

総計 448.2 217.0 231.2 604.3 △156.1 0.93 

※数値は、四捨五入しているため、合計値が一致しない場合があります。 

  

（単位：億円） 



38 

（２）道路～市道舗装の個別施設計画より 

市道舗装の個別施設計画において、管理対象とする市道について、2018 年度（平成 30 年度）か

ら 2027 年度（令和９年度）までの 10 年間の舗装補修計画の概算費用を算出しています。10 年間

における概算費用合計は、約４億円となります。 

 

■10 年間の概算費用見通し 

 

 

費用 

（百万円） 

2018 

年度 

2019 

年度 

2020 

年度 

2021 

年度 

2022 

年度 

2023 

年度 

2024 

年度 

2025 

年度 

2026 

年度 

2027 

年度 

期間内 

合計費用 

事業費用 19.2 21.4 62.2 102.7 44.8 32.0 32.0 28.0 28.0 28.0 398.3 
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（３）橋りょう～伊達市橋梁長寿命化修繕計画より 

伊達市橋梁長寿命化修繕計画では、2020 年度（令和２年度）から今後 60 年間の更新費用等のシ

ミュレーションを行っています。 

60 年間の投資額累計は、大規模修繕・更新においては約 260 億円の予算が必要となるのに対し、

予防保全においては約 80 億円となり、コスト縮減として約 180 億円が見込まれます。 

 

■橋梁マネジメントシステム(BMS)による中長期修繕予算シミュレーション結果 
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（４）水道～伊達市の水道事業におけるアセットマネジメントより 

伊達市の水道事業におけるアセットマネジメントにおいて、2053 年（令和 35 年）までの構造

物及び設備、管路の更新需要見通しをシミュレーションしています。法定耐用年数で更新した場

合は、2053 年（令和 35 年）までに約 127.7 億円の費用がかかる見通しで、１年度当たりの事業

費は約３億円となります。 
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一方、更新優先度を考慮した場合の更新需要は、2053 年（令和 35 年）までに約 103.7 億円の

費用が見込まれ、１年度当たりの事業費は約 2.4 億円となり、法定耐用年数で更新した場合の事

業費と比較すると約 24 億円（18.7％）の事業費削減となります。 
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（５）下水道～伊達市下水道ストックマネジメント計画より 

伊達市下水道ストックマネジメント計画において、今後 100 年間の管路施設及び処理場施設の

改築の需要見通しをシミュレーションしています。標準耐用年数で改築した場合は、今後 100 年

間で約 958.6 億円の費用がかかる見通しで、１年度当たりの事業費は約 9.6 億円となります。 

 

■下水道施設全体の改築の需要見通し（標準耐用年数で改築した場合） 

 

 

一方、整備済みの全ての管渠に対し、段階的に事業費を引き上げながら緊急度の高い路線を対

象に改築、整備済みの処理場施設に対し、処理場・ポンプ場にかける年間事業費を 2.5 憶円（平

準化モデル）と設定し改築した場合は、今後 100 年間で約 486.2 億円の費用がかかる見通しで、

１年度当たりの事業費は約 4.9 億円となり、期間中で約 472.4 億円コスト縮減することが出来ま

す。 

 

■下水道施設全体の長期的な改築事業（平準化モデルで改築した場合） 
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（６）公園～伊達市公園施設長寿命化計画より 

伊達市公園施設長寿命化計画において、管理対象とする市内 37 公園の長寿命化対象施設につい

て、2018 年度（平成 30 年度）から 2027 年度（令和９年度）までの 10 年間の更新費用等の概算費

用を算出しています。10 年間における概算費用合計は、約 8.3 億円となります。 

 

■10 年間の概算費用見通し 

 
 

費用 

（百万円） 

2018 

年度 

2019 

年度 

2020 

年度 

2021 

年度 

2022 

年度 

2023 

年度 

2024 

年度 

2025 

年度 

2026 

年度 

2027 

年度 

期間内 

合計費用 

更新費用 41.0 35.6 33.6 34.7 37.2 46.3 44.7 40.4 42.3 43.5 399.1 

補修費用 0.3 1.0 2.9 2.7 305.4 0.5 0.4 0.3 1.5 116.9 432.0 

合計費用 41.3 36.6 36.5 37.4 342.6 46.8 45.1 40.7 43.8 160.4 831.1 

 

４．充当可能な地方債・基金等の財源についての考え方 

充当可能な財源見込みとして、公共施設等整備基金等を活用していきます。地方債については交

付税措置率の高いものを中心に活用していく考えです。 

交付税措置率の高い地方債は時限付きのものが多いため見通しが難しいですが、現段階で活用で

きるものは最大限活用していきます。今後も活用可能な交付税措置等が出てくれば活用に向けて積

極的な検討を行う考えです。 

 

■地方債の活用例 

・過疎対策事業債 

・緊急防災・減災事業債 

・公共施設等適正管理推進事業債 

・合併特例債 など 
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